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はじめに 

 

平成２２年度、全国私立大学における入学定員未充足校は、前年に比べ微減にとどまっ

たものの、３８％が定員割れ、３９％が財政赤字であり、とくに地方・小規模大学に限定

すると赤字大学は６割に上るなど、景気の停滞とあいまって大学を取り巻く外部環境は一

層厳しい状況にある。 

こうした中、本学では今年度、学生募集にあって志願者数が増加して、入学者数は前年

を上回る３６４名となり、３年連続して入学定員を確保することができた。学科別では、

数年来、定員を確保できていなかった経済学科で入学定員を充足し、経営学部情報メディ

ア学科、スポーツ経営学科と合わせて、４学科中３学科で定員を充足させる等、今後の学

生募集における礎を固めることができた。 

しかし、入学者の約６割が学費減免者であること、学生募集目標である４３０名の入学

者確保には至っていないこと、岐阜県下８私立大学中最も安い学費であることから、赤字

経営から脱却できないでいる。経常的経費の抑制策を進めてはいるが、収支均衡が可能な

学生数の安定的確保に向けた施策を講じることが不可欠となっている。 

そのため、本学は、時代の変化、人材養成のニーズを踏まえ、定員未充足の臨床福祉コ

ミュニティ学科を公共政策学科に発展・改組して学生募集の成功を目指すとともに、それ

らを担保する教育改革に取り組み、学生の満足度を高める施策を講じてきた。 

本学の中長期の指針として、めざすべき大学像を示した「岐阜経済大学５０周年ビジョ

ン」に基づき、戦略的課題を実現するために策定した「アクション・プラン２００９－２

０１２」においては、その目標達成に向け、８割を超える項目について改善・拡充に取り

組んできた。今後、より実効性を高めるため重点目標を絞って実現を目指す等、社会から

評価され、選ばれる大学づくりに鋭意取り組むことが求められている。 
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ⅠⅠⅠⅠ．．．．法人法人法人法人のののの概要概要概要概要    

１．学校法人の沿革（概要） 

 

昭和 42年 1月 23日 

 

昭和 42年 4月 1日 

昭和 43年 2月 3日 

 

昭和 43年 3月 15日 

昭和 43年 4月 1日 

 

昭和 44年 3月 3日 

昭和 51年 2月 28日 

 

 

昭和 58年 4月 1日 

昭和 60年 4月 1日 

昭和 60年 12月 25日 

昭和 61年 4月 1日 

昭和 62年 3月 31日 

昭和 62年 4月 1日 

平成 2年 12月 21日 

平成 5年 12月 21日 

 

平成 6年 4月 1日 

 

平成 11年 10月 22日 

 

平成 11年 12月 22日 

 

平成 12年 4月 1日 

平成 12年 12月 21日 

平成 13年 4月 1日 

 

 

 

平成 14年 4月 1日 

 

平成 15年 7月 1日 

平成 16年 4月 1日 

 

 

 

平成 18年 4月 1日 

 

 

 

 

平成 19年 3月 29日 

平成 19年 4月 1日 

 

 

 

 

平成 20年 4月 1日 

 

平成 21年 4月 1日 

平成 23年 3月 31日 

 

学校法人岐阜経済大学および岐阜経済大学経済学部第一部経済学科 

（入学定員 200 人、総定員 800 人）の設置認可 

岐阜経済大学経済学部第一部経済学科開設 

同   経済学部第二部経済学科 

（入学定員 200 人、総定員 800 人）の設置認可 

経済学部第一部および同二部教員養成課程認定 

経済学部第二部経済学科開設 

経済学部第一部および同二部に教員養成課程開設 

教員養成課程「聴講生課程」設置認定 

学生定員変更届 

（経済学部第一部 入学定員 300 人、総定員 1,200 人、経済学部第二部 入学定

員 100 人、総定員 400 人） 

経済学部第二部経済学科学生募集停止 

学生定員変更（経済学部第一部 入学定員 450 人、総定員 1,800 人） 

経済学部第一部産業経営学科（入学定員 150 人、総定員 600 人）の設置認可 

経済学部第一部産業経営学科開設 

経済学部第二部経済学科廃止認可 

経済学部第一部を経済学部に改称 

経済学部産業経営学科期間付学生定員増認可（期間付入学定員 100 人） 

経営学部産業経営学科［入学定員 150 人、収容定員 600 人（期間付入学定員 100

人）］および経営情報学科（入学定員 100 人、収容定員 400 人）の設置認可 

経営学部産業経営学科および経営情報学科開設 

経済学部産業経営学科募集停止 

経済学部コミュニティ福祉政策学科（入学定員 100 人、収容定員 400 人）の設置

認可 

経営学部産業経営学科臨時的入学定員の延長認可（平成 16年までの期間付入学定

員 50人） 

経済学部コミュニティ福祉政策学科開設 

岐阜経済大学大学院経営学研究科設置認可 

経済学部経済学科の入学定員を 300 人に変更 

経営学部産業経営学科をビジネス戦略学科に改称 

大学院経営学研究科経営学専攻修士課程開設（入学定員 10人） 

留学生別科開設（入学定員 30人） 

経営学部ビジネス戦略学科の臨時的入学定員の廃止認可 

（平成 16年度までの期間付入学定員 50人を平成 13年度までとする） 

地域連携推進センター設置 

経済学部経済学科の入学定員を 180 人に変更 

経済学部コミュニティ福祉政策学科の入学定員を 75人に変更 

経営学部ビジネス戦略学科の入学定員を 75人に変更 

大学院経営学研究科経営学専攻修士課程の入学定員を 20人に変更 

経営学部スポーツ経営学科（入学定員 70人、収容定員 280 人）の開設 

経営学部ビジネス戦略学科募集停止 

経済学部経済学科の入学定員を 150 人に変更 

経済学部コミュニティ福祉政策学科の入学定員を 70人に変更 

経営学部経営情報学科の入学定員を 90人に変更 

（財）日本高等教育評価機構による大学機関別認証評価（認定） 

経済学部経済学科の入学定員を 100 人に変更 

経済学部コミュニティ福祉政策学科にコミュニティ福祉専攻（入学定員 40人）と

介護福祉専攻（入学定員 30人）を設置 

経営学部経営情報学科の入学定員を 60人に変更 

経営学部スポーツ経営学科の入学定員を 150 人に変更 

経済学部コミュニティ福祉政策学科を臨床福祉コミュニティ学科に改称 

経営学部経営情報学科を情報メディア学科に改称 

経済学部臨床福祉コミュニティ学科の入学定員を 40人に変更 

経営学部ビジネス戦略学科廃止 
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２．学部・学科、入学定員、収容定員、現員数及び就職率 

平成23年3月31日現在

下段は平成22年3月31日現在

開　設 入学 志願 入学 収容

学部・学科等名 定員 者数 定員 現員 就職率 備　　考

年　度 （a） 者数 （b） （c） （d）

年度 人 人 人 人 人

大学院

　経営学研究科経営学専攻 H13 20 19 14 70.0% 40 17 42.5% 64.3%

　　　　　　　　修士課程 20 21 12 60.0% 40 30 75.0% －

経済学部 S42 140 156 103 73.6% 590 373 63.2% 95.9%

140 166 101 72.1% 700 375 53.6% －

　経済学科 S42 100 142 93 93.0% 400 305 76.3% 94.5%

100 144 88 88.0% 450 297 66.0% －

　臨床福祉コミュニティ学科 H20 40 14 10 25.0% 190 68 35.8% 100.0%

H12 40 22 15 37.5% 250 78 31.2% －

経営学部 H6 210 305 259 123.3% 840 914 108.8% 91.8%

210 313 248 118.1% 790 967 122.4% －

　情報メディア学科 H20 60 91 74 123.3% 240 257 107.1% 81.4%

H6 60 90 73 121.7% 270 250 92.6% －

　スポーツ経営学科 H18 150 214 185 123.3% 600 656 109.3% 94.7%

150 223 175 116.7% 520 713 137.1% －

　ビジネス戦略学科 H6 － － － － － 1 － －

－ － － － － 4 － －

岐阜経済大学　計 350 461 362 103.4% 1,430 1,287 90.0% 92.9%

350 479 349 99.7% 1,490 1,342 90.1% －

別科 H13 30 20 20 66.7% 30 28 93.3% －

30 51 32 106.7% 30 34 113.3% －

H20年度より情

報メディア学科

に改称

H18年4月学生募

集停止

H20年度より臨

床福祉コミュニ

ティ学科に改称

(c)
(d)

(a)
(b)
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３．組織図 

平成２３年３月３１日現在 
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４．役員(理事・監事)、評議員就任状況 

平成23年3月31日現在

役員名 氏　 名 現　職　

理事・監事

就任年月日

評　議　員

就任年月日

理 事 長 土屋　嶢 (株)大垣共立銀行　取締役頭取 平成10年3月3日 平成10年3月3日

副 理 事 長 浅野　照章 岐阜経済大学　常勤理事 平成22年6月1日 平成22年6月1日

副 理 事 長 説田　泰朗 岐阜経済大学　非常勤理事 平成22年7月28日 平成22年7月28日

理事・評議員 西藤　公司 岐阜県副知事 平成21年5月25日 平成21年5月25日

理事・評議員 小川　敏 大垣市長 平成13年5月28日 平成13年5月28日

理事・評議員 岩井　哲二 大垣市議会議長 平成22年5月26日 平成22年5月26日

理事・評議員 田口　義嘉壽 ｾｲﾉｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(株)代表取締役会長 平成10年11月17日 平成10年11月17日

理事・評議員 岩田　義文 イビデン(株)代表取締役会長 平成19年5月31日 平成11年5月31日

理事・評議員 小川　信也 太平洋工業(株)代表取締役社長 平成15年5月31日 平成3年5月31日

理事・評議員 堤　　俊彦 日本耐酸壜工業(株)代表取締役社長 平成22年7月28日 平成11年5月31日

理事・評議員 河合　進一 河合石灰工業(株)代表取締役社長 平成9年5月28日 平成9年5月28日

理事・評議員 堀　  冨士夫 (株)デリカスイト　代表取締役FOUNDER(会長) 平成17年5月27日 昭和58年5月31日

理事・評議員 岩井　豊太郎 岐阜県議会議員 平成3年5月31日 平成3年5月31日

理事・評議員 谷江　幸雄 岐阜経済大学　学長 平成21年2月1日 平成20年3月7日

理事・評議員 木村　隆之 岐阜経済大学　経済学部長 平成19年12月1日 平成16年5月27日

理事・評議員 野松　敏雄 岐阜経済大学　経営学部長 平成19年12月1日 平成13年2月28日

理事・評議員 石原　健一 岐阜経済大学　教授 平成22年10月6日 平成22年10月6日

理事・評議員 中村　共一 岐阜経済大学　教授 平成22年3月6日 平成22年3月6日

理事・評議員 松井　典子 岐阜経済大学　事務局長 平成22年4月1日 平成17年8月8日

評 議 員 浅野　圭一 東海サーモ(株)代表取締役社長 平成18年5月30日

評 議 員 一柳　正義 スイトトラベル(株)代表取締役社長 平成16年5月27日

評 議 員 井上　豊秋 揖斐川工業(株)代表取締役社長 平成19年5月31日

評 議 員 今川　喜章 (株)丸順　代表取締役社長 平成11年5月31日

評 議 員 岩﨑　洋三 岐阜経済大学　客員教授 平成19年5月31日

評 議 員 小川　貴久 太平洋精工(株)代表取締役社長 平成15年5月31日

評 議 員 金森　勤 (株)大光　名誉会長 平成22年7月28日

評 議 員 河合　伸泰 河合石灰工業(株)取締役副社長 平成17年3月8日

評 議 員 北村　一巳 北村医院院長 平成15年5月31日

評 議 員 田中　良幸 サンメッセ(株)代表取締役会長 平成14年2月26日

評 議 員 西脇　史雄 大垣信用金庫　理事長 平成19年5月31日

評 議 員 平林　佳郎 イビデン(株)取締役　専務執行役員 平成19年5月31日

評 議 員 三輪　髙史 ｸﾞﾚｰﾄｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ(株)取締役社長 平成11年5月31日

評 議 員 山田　雄司 (株)明星　取締役社長 平成14年2月26日

評 議 員 浅井　清貴 画家・現代美術造形作家 平成22年5月26日

評 議 員 武藤　鉄弘 岐阜県ぎふ清流国体推進局長 平成21年5月25日

評 議 員 安田　益次 西濃ビル管理(株)代表取締役 平成7年5月31日

評 議 員 安田　良邦 神戸町議会議員 平成22年5月26日

評 議 員 宮川　祐志 岐阜経済大学　総務課長 平成20年5月29日

評 議 員 上谷　月子 岐阜経済大学　財務課長 平成17年3月8日

評 議 員 釣餌　丈志 岐阜経済大学　教務課長 平成20年5月29日

評 議 員 安田　天 岐阜経済大学　企画広報課長 平成22年5月26日

監 事 矢橋　慎哉 矢橋工業(株)代表取締役社長 平成15年5月31日

監 事 内田　一之 大垣市教育長 平成21年5月25日
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５．教員数 

平成２３年３月３１日現在 

（ ）内は平成２２年３月３１日現在 

専 任 教 員 

区 分 

経済学部 経営学部 小 計 

客員 

教授 

非常勤 

講 師 

計 

学 長 

１名  

（１名） 

 

 

１名  

（１名） 

教 授 

１４名  

（１４名） 

１６名  

（１６名） 

３０名  

（３０名） 

准教授 

９名  

（１１名） 

８名  

（８名） 

１７名  

（１９名） 

教員数 

講 師 

２名  

（１名） 

２名  

（２名） 

４名  

（３名） 

７名 

（８名） 

１０５名 

（９２名） 

１６４名 

（１５３名） 

計 

２６名  

（２７名） 

２６名 

（２６名） 

５２名  

（５３名） 

７名 

（８名） 

１０５名 

（９２名） 

１６４名 

（１５３名） 

※専任教員のうち学位「博士」の者１８名 

経済学部教授８名、准教授１名 

経営学部教授７名、准教授１名、講師１名 

 

 

６．事務職員数 

平成２３年３月３１日現在 

（ ）内は平成２２年３月３１日現在 

区  分 計 

専任職員 ３６名（３７名） 

嘱 託 員 １２名（１１名） 

派遣職員 １１名（１４名） 

計 ５９名（６２名） 
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ⅡⅡⅡⅡ．．．．事業事業事業事業のののの概要概要概要概要    

 

１．当年度の事業概要 

学校法人岐阜経済大学の平成２２年度における事業の概要は、以下の通りです。 
 

（１）アクション・プラン総括 

本学は、平成２１年３月に本学がめざす将来像として「岐阜経済大学５０周

年ビジョン」を策定し、平成２１年度以降は、同ビジョンの掲げる諸目標を実

現するための「アクション・プラン」に基づき、その具体化に取り組んできま

した。 

アクション・プランは、次の７つの行動目標と各取組項目により構成されて

います。 

１．学生教育―能動的に学ぶ主体の育成、実践的・体験的な学びの推進― 

①初年次教育の拡充 ②ゼミ教育の更なる充実 ③学生の主体的・能動的な

学びを引き出す教育スタイルの追求 ④教育の質の保証 ⑤国際的通用性 
２．学生支援―学生満足度を向上させるための支援策強化― 

①学習支援・生活相談体制の強化 ②課外活動の参加率アップと、そのため

の支援 ③キャリア支援の強化 ④学生生活支援 ⑤快適・健康的なキャン

パスづくり ⑥除籍・退学率の改善 
３．教員研究―研究活動の活性化に向けたシステムづくり― 

①教員個人研究の推進 ②共同研究体制・運営の強化 ③各種研究助成制度

の活用 
４．地域連携―地域における交流拠点― 

①産業界・企業・行政等との連携推進 ②ぎふ清流国体への協力 ③生涯学

習への対応 ④地域のシンクタンクとしての地域課題への取組み ⑤地域に

おける教育力の向上 
５．学募広報 

①学生募集活動の抜本的強化 ②女子学生など多様な学生の受け入れ ③大

学広報活動の強化 
６．魅力ある学部学科体制―充実と再編― 

①学部学科の強化策の策定と実行 ②学部学科の再編 ③公設化や大学間連

携等の調査・研究 
７．運営体制 

①学長がリーダーシップを発揮しうる体制の整備 ②学長補佐体制の検討 

③協議会・各種委員会等の効率的な運営 ④ビジョン執行状況を検証する第

三者委員会の設置 ⑤自己点検・評価活動の推進 ⑥教員・職員への研修の

活性化と、教員業績評価での教育面の重視 
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平成２２年度事業として、特に重点とした事項の一つが「魅力ある学部学科体

制」づくりです。志願者・入学者が低迷する「臨床福祉コミュニティ学科」の改

組にあたり、受験生並びに社会のニーズ、及び本学の現有資源等を総合的に検討

した結果、「公共政策学科」を構想するに至り、平成２４年度に開設することとし

ました。また、他の学科においてもカリキュラムを充実し強化策を講じたところ

です。 
本学は、ゼミ教育を中心に教育改革に全力で取り組み、学生に高い専門能力と

人間力を身に付けさせ、そのことによって満足度の高い学生生活と就職・進路を

支援しています。 
学生教育、学生支援、教員研究及び地域連携の分野においては、フレッシュ

マンエクスカーションの全学実施、大学間連携事業の拡充、マイスター倶楽部・

ソフトピア共同研究室を中心とした学生による地域課題への取組促進、平成２４

年度キャンパス内完全禁煙化に向けた禁煙指導を推進しました。 

就職氷河期の再来といわれる今日、本学は、１年次から正課授業に「キャリア

形成」を開講、各種就職支援セミナーの開催、資格講座(１５種類)の開講、イン

ターンシップの強化、また文部科学省選定事業である「大学教育・学生支援推進

事業―就活サークルと学生・ＯＢメンター育成によるキャリア教育の充実―」を

実施し、卒業生や内定学生による後輩指導が、好循環を生んでいます。こうした

取り組みにより、今春卒業生の就職率は９２．９％を確保しました。 

学募広報においては、平成２３年度の志願者数は全４学科で増加し、５００名

を数えました。入学生数は、学生募集目標には達しなかったものの、３６４名で

３年連続して入学定員を確保しました。特に、女子入学生は７９名で女子占有率

は倍加し初の２０％超となったことは特筆すべきことといえます。 
 
上記のアクション・プラン７分野、９０項目における、平成２２年度アクショ

ン・プラン全体の実施状況については、「実施した」項目が４０、「一部実施した」

項目が１５、「検討した」項目が１９という結果でした。「実施・一部実施」比率

は６１．１％、これに「検討した」を加えると、８２．２％の項目において、目

標達成に向けて行動しました。 

今後も各項目の目標達成に向けて、改革のスピードを上げ一層の改善・拡充を

めざします。 

 

（２）主な教育事業                       99,438,501 円 

①教育の国際化事業                      4,943,980 円 

○協定大学との交換留学事業(授業料相当額を補助)       （2,610,000 円） 

平成１２年度から始まった１年間の交換留学事業は、今日では国内外の５大学

との間で行っています。平成２２年度は、上海財経大学から２名、江西師範大学

から１名の学生を受け入れました。過去１０年間の派遣実績は、上海財経大学７
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名、ハワイ大学５名、沖縄大学４名、酪農学園大学２名です。 

○海外語学研修事業                     （2,333,980 円） 

（大学補助率：企業人育成課程６０％上限２４万円、一般学生５０％上限２０万円） 

夏期・春期休暇中の約１ヶ月間、海外の研修先で主にその国の語学を研修しま

す。平成２２年度は、ブルゴーニュ大学１名(フランス)、ＥＦカレッジミュンヘ

ン校２名(ドイツ)、ハワイ大学マノア校７名(アメリカ)、上海大学２名(中国)を

派遣しました。平成２１年度までの５年間では、上海財経大学４名、上海大学２

名、ハワイ大学マノア校２２名、ＥＦカレッジミュンヘン校４名、ブルゴーニュ

大学３名です。    

 
②奨学金事業                         10,942,500 円 

○特別奨学金                         （770,000 円） 

課外活動及び学術、文化、スポーツ、資格その他の社会的活動を通じ、特に顕

著な功績をあげ、その活動の一層の発展が期待できる学生に対し奨学金を給付し

ました。平成２２年度は個人１０名、７団体に給付し、学生の活動意欲を大いに

刺激しました。 
○大学奨学金Ⅰ種                      （10,172,500 円） 

成績・人物ともに良好であり、経済的理由により就学困難な者及び学業成績が

極めて優秀な者に対して学資を給付することにより、学業継続を援助し、学業意

欲を向上させることを目的として３６名の学生に授業料の半額の奨学金を給付し

ました。 
 

③学生の質向上事業                      2,826,893 円 

○ゼミナール大会                       （567,413 円） 

平成２２年１２月２日に第３８回ゼミナール大会を開催しました。ゼミ担当教

員の指導を受け、「演習Ⅱ」(３年次)・「演習Ⅰ」(２年次)の合計３４グループが

幅広い分野のテーマに基づいて準備を進めました。 

当日は、各ゼミから選出された幹事による大会運営のもと、５つの教室に分か

れて発表が行われました。参加したゼミに所属していない学生も、興味のあるテ

ーマを選んで聴講し、レポートの形で意見や感想を寄せました。発表終了後、審

査結果により、教室ごとに優秀賞・奨励賞・敢闘賞が贈られました。この大会へ

の参加を通じて、学生の研究力・問題解決能力、プレゼンテーション能力を磨く

ことができました。発表内容は『学生論叢』として刊行され、学生に配布されま

す。 

○検定の必修化及び検定支援                 （2,259,480 円） 

平成１９年度入学生より、大学で学ぶための基礎力を身につけるため、「漢字検

定」、「パソコン検定」、「現代経済学検定」のうち２つに合格することを必修化し

ました。受検対策は、「基礎演習」、「キャリア形成Ⅰ」、「情報リテラシーＡ・Ｂ」、
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「経済学」の各授業で行っています。漢字検定試験の合格率は２級：１６．１％

準２級：２９．５％、３級：４８．４％、４級：４２．０％、全体３８．１％（全

国平均：５１．４％）、パソコン検定試験は準２級：３３．３％、３級：４３．１％、

４級：６８．３％、全体６４．３％(全国平均：平成２２年度は未公表)となりま

した。 

 

④教職課程支援 

平成２２年度は、５４名(科目等履修生３名含む)が教員免許状を取得しました。

最も取得が多かったのは保健体育免許状でした。教員採用試験は現役合格者を出

すことはできませんでしたが、２０名が常勤講師・非常勤講師として採用されま

した。平成２３年度は、教員採用試験１次試験対策として、教職課程支援室に非

常勤職員を配置するなど日常的に学習アドバイスを行う体制を整備することによ

り、早い学年からの基礎学力向上を徹底させ、合格率向上を目指します。 

 

⑤ユニークプラン助成金事業                   296,110 円 

 独創的な研究・調査・その他の活動を企画する者に対して、活動の援助並びに

意欲を向上させることを目的に給付しました。平成２２年度は団体の部「地域ブ

ランドマネジメントに関する調査研究」の企画に２５万円、個人の部「女工が歩

いた道を歩く」の企画に約５万円を給付しました。「地域ブランドマネジメントに

関する調査研究」では、少子化と過疎化が深刻化している岐阜県白川町を魅力あ

るまちにするための特産品に関する調査、研究を行いました。また、「女工が歩い

た道を歩く」では、飛騨地方から長野県岡谷の製糸工場まで歩いた道をたどりな

がら、明治時代の日本の近代化について考察しました。両方の企画ともその成果

を報告書としてまとめました。 

 

⑥強化・準強化指定クラブへの各種助成事業           64,889,552 円 

強化指定クラブ(硬式野球部・陸上競技部・ボート部・サッカー部)、準強化指

定クラブ(男子バレーボール部、女子ソフトボール部、女子バレーボール部)に指

導者手当・遠征費・合宿費・物品購入等への助成を行いました。その成果として

陸上競技部では日本学生個人選手権大会にて男子８００ｍ走にて３位入賞、ボー

ト部が全日本大学選手権大会等の全国大会にて入賞、男子バレーボール部が東海

大学リーグにて２部優勝、１部昇格などの好成績を収めています。また平成２２

年度から女子ソフトボール部、女子バレーボール部が新たに準強化指定クラブに

加わり課外活動の充実をはかりました。 

 

⑦就職支援事業                        17,929,834 円 

就職先の満足度や就職率の向上を目標として、学生一人ひとりの個別指導を丁

寧に行っています。 
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平成２２年度の就職状況は、「買い手市場」の厳しい環境の下、公務員・教員２

９名、金融関連１１名、上場企業１０名、その他企業２０２名の結果となり、就

職率は９２．９％(前年度９５．０％)となりました。 

なお、きめ細かい支援の結果、５８．７％(前年度５１．７％)の学生から「満

足」しているというアンケート調査の回答を得ています。 

○キャリア形成講義 

１年次から３年次までのキャリア形成授業では、次の目標に取り組んでいます。 

・・・・自己分析と目標設定を手掛かりにした人生観・職業観の醸成 

・・・・基礎学力の向上 

・・・・就職活動の実践面におけるスキルアップ 

授業では、ビジネスマナー(身だしなみ・基本的なマナー)や学生の弱点である

筆記試験をフォローするための「一般常識」や「ＳＰＩ」対策の実施を増加しま

した。さらに、クラス編成の見直し(少人数)を行い、わかりやすい授業方法に努

めました。 

○就職支援セミナー 

就職活動が本格化する３年次の後期から、実践的な就職支援事業を行いました。 

・・・・「学内企業セミナー」２月 

本年よりセミナーの実施を学内から学外に移し、大学と参加企業５７社と

の情報交換を積極的に行いました(参加学生数２００名)。 

・・・・「金融セミナー」１０・１１月 

６回シリ－ズで、金融志望や就職意識の高い学生を対象として実施しまし

た(参加学生数２８名)。 

・・・・「実践直前講座」２月 

コンサルティング会社を招き、自己分析･履歴書作成･面接指導の講座を重

点的に行いました(参加学生数３１名)。 

・・・・「企業セミナー」６月 

４年次生未内定者を対象(他大学学生へも開放)とした、日本商工会議所支

援事業セミナーを開催しました(参加学生数１５０名、参加企業３１社)。 

○インターンシップ 

平成２２年度は、受入企業１８社に対し、学生１９名が参加し「インターンシ

ップＡ・Ｂ」の単位を取得しました。 

○資格講座                         （8,858,840 円） 

資格は採用時の評価だけではなく、学生時代に自分で設定した目標に向かって

努力するための有効な手段であり、合格に向け資格講座の受講を推奨しています。 

資格講座は、１５講座を開講し、延べ１６８名が受講しました。また、社会人

には夜間コースを設ける等、地域に開放しています。 
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＊日商簿記検定(２級・３級昼間・３級夜間) 

＊日商販売士(２級・３級)  ＊ビジネス能力検定(２級・３級) 

＊ニュース検定(３級)   ＊ＩＴパスポート試験対策 

＊ファイナンシャルプランナー技能士(ＡＦＰ２級・３級) 

＊公務員試験対策(Ⅰ・Ⅱ)  ＊教員試験対策Ⅰ 

＊保育士試験対策   ＊社会福祉士 

○文部科学省「平成２２年度 大学教育・学生支援推進事業」   （4,210,904 円） 

― 就活サークルと学生・ＯＢメンター育成よるキャリア教育の充実 ― 

昨年度に引き続き、上記事業を実施し、先輩が後輩を指導する循環を作り、就

職活動をサポートしました。 

１２月 ＯＢメンターによる「業界研究講座」を開催(２７名参加) 

１月 「就職相談会」を２６日間開催(延５２名参加) 

２月 「就職活動特別講座」を開催(３１名参加) 

「キャリア教育のＦＤ･ＳＤ活動研究会」を開催(１２名参加) 

なお、新たにキャリアカウンセラー２名を配置(１１月１名、２月１名)し、学

生相談体制を強化しました。 

 

（３）研究・産官学連携活動                   36,800,721 円 

①受託・共同研究事業 (１０件)                 29,844,678 円 

岐阜県(２件)、大垣市(４件)、高山市、日本商工会議所、大垣商工会議所、竹

田設計工業(株)からの委託研究・事業を受けました。 

特に岐阜県少子化対策課からの委託「岐阜県少子化対策実態調査・分析事業委

託業務」は、プロポーザル審査の結果採択されたものです。 

 

②産官学連携事業                       5,965,371 円 

ソフトピア共同研究室は、在宅支援システムの開発、ＱＲコードを活用した電

子マニュアルの開発、２級建築士製図試験対策事業のウェブサイト構築などの委

託研究及び共同研究を行い、高い評価を得ました。また、岐阜県立大垣商業高等

学校、株式会社デリカスイトスイテックデヴィジョンとの連携により、教育課程

研究指定校事業の支援を行いました。 

産官学コンソーシアム・大垣情報ネットワーク研究会では、クラウドコンピュ

ーティングにおける品質保証をテーマに、定期的な研究活動や講演会を行うなど、

地域における情報教育の発展に寄与しました。 

一方、４者協定(大垣市・大垣商工会議所・大垣市商店街振興組合連合会・本学)

に基づく中心市街地活性化事業を展開するまちなか共同研究室マイスター倶楽部

では、４つのグループに分かれて活動を行いました。今年度より「土まるけネッ

トワークグループ」および「エコ・スタイルグループ」は、毎月１回日曜日に、

中心市街地商店街が行う「元気ハツラツ市」に合わせ、地元農家と栽培した野菜
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の販売や運搬を行ったり、電気自動車の啓蒙活動を行い、にぎわい創出の一翼を

担いました。 

 

③出張講座・共催講座                      503,506 円 

小中高等学校からの依頼により総合的学習の時間を利用した出張講座及びスポ

ーツクラブのクラブ員対象の講座に４８校・１クラブ、延べ５８名を派遣しまし

た。分かり易く大学の専門知識を提供することで、本学をＰＲする有効な機会と

することができました。 

また、大垣市との共催講座「かがやきカレッジ」を、例年どおり「多様な知で

未来を拓く」をテーマとして全１６回開講しました。昨年度から講座料を無料と

し、今年度は、前期８回、後期８回をセットで募集した結果、継続受講者数が増

加しました。多様なテーマを学ぶ機会となり一定の成果となりました。その他、

連携する自治体や団体を中心に４９件の委員委嘱及び講師派遣があり、地域や各

種団体の方々へ知の提供及び政策立案に協力することができました。 

 

④公開講演会                          646,626 円 

１０月に学会主催公開講演会を開催しました。ＮＰＯ法人希少難病患者支援事

務局常任理事中岡亜希氏による「今を大切に生きる」をテーマに３５０名の聴講

がありました。 

また１１月には本学地域経済研究所と日本地域経済学会と共催で、本学理事長

土屋 嶢氏(大垣共立銀行頭取)による「大垣共立銀行の歩みと大垣産業の変遷」

の講演会を実施しました。全国から集まった日本地域経済学会の約５０名を含む

３００名の聴講がありました。地域の知の拠点として、大学と地域社会との一層

強固な連携を目指す本学にとって、意義ある取り組みに努めています。 

 

（４）施設設備整備事業                     21,766,112 円 

①第２情報実習室及び統合脅威管理サーバ機器更新        11,258,100 円 

リテラシー教育用の情報処理機器５１台及び老朽化した大学ネットワーク管理

機器を複数のサーバ機能を統轄できる統合脅威管理サーバへと取替更新しました。 
 

②課外活動施設設備の整備                   10,508,012 円 

陸上競技場舗装路(短距離スタート・投擲助走路フィニッシュ・跳躍助走路踏切

の各部分)の磨耗補修工事を実施し、公認記録会に対応できる状態に補修しました。

また、課外活動に必要な備品類の取替えや屋内練習場カーテンの改修を行いまし

た。 
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２．設備の状況 

本学校地は所有地 102,910㎡と駐車場借地として 7,261㎡からなっています。 

（校地・校舎の概要） 

種　別 建　物

敷地面積

（㎡）

建物床面積

（㎡）

備　考

1号館　 ：管理棟

2～6号館：講義棟（教室）

8号館　 ：経済学部研究室、福祉実習センター

9号館　 ：情報センター

10号館　：経営学部研究棟

講 堂 1,600.00 1,731.79 7号館

図 書 館 1,550.00 3,599.64

第1～5アリーナ

第1は多目的使用、第5はトレーニングルーム

ク ラ ブ ハ ウス

１ ～ ５ 等

2,352.00 2,368.31

食 堂 2,356.00 3,535.76

そ の 他 の 建物 1,764.00 365.65 自転車置場、倉庫等

45,100.00 35,285.57

体 育 セ ン ター 106.92

野球場、ラグビー場、陸上競技場、サッカー

場、テニスコート、管理人室、教員控室（体育

センター）

更 衣 室 179.10 トレーニングルーム含む

そ の 他 の 建物 300.18 屋外トイレ、器具倉庫、艇庫（川辺町）

47,170.00 586.20

留 学 生 宿 舎 327.00 473.20 収容数20名

ボート部合宿所 1,315.00 890.76 収容数48名

1,642.00 1,363.96

所 有 地 8,998.00 収容台数490台

借 地 7,261.00 収容台数227台

16,259.00

110,171.00 37,235.73

寄 宿 舎

合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

計（Ｃ）

駐 車 場

計（Ｄ）

計（Ａ）

グラウンド

等

47,170.00

計（Ｂ）

校 舎 敷 地

１ ～ １ １ 号館 31,788.00 20,137.52

体 育 館 3,690.00 3,546.90
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（講義室・演習室等の内訳） 

規　模　等 室　数 備　考

大教室（290人～） 9室 2号館、4号館、5号館、6号館、7号館、9号館

中教室（80～210人） 5室 6号館、8号館、9号館

小教室（50人） 16室 3号館、8号館

演習室（24～30人） 21室 3号館、8号館

8号館介護実習室、家政・調理実習室

9号館情報実習室（パソコン267台及びＬＡＮ施設）

研究室 61室 8号館（27室）、10号館（34室）

実習室（20～48人） 13室

 

（図書館の概要）    蔵書冊数 328,476冊 

階層 Ａ棟(事務室･カウンター) Ｂ棟(旧書庫) Ｃ棟(新書庫)

新聞(縮刷版) 洋雑誌

軽雑誌 地域経済関係図書･資料

追録･法規･法令･判例集

身障者用トイレ 新着学術雑誌(和･洋･紀要) 和書(総記～伝記)

事務室 マイクロフィルムリーダー 和雑誌(バックナンバー)

ブラウジングルーム(13人収容) 有価証券報告書

学習室(51人収容)

図書受付カウンター 参考図書(和書) 和書(伝記～経営)

閲覧室(105人収容) 年鑑･年報･統計書(和書･最新刊) 社史

新刊図書･新書･文庫 法令集

演習･推薦図書 卒業論文

日経テレコン

視聴覚資料受付カウンター 洋書(総記～経営) 和書(貨幣～芸術)

視聴覚資料(DVD･ビデオ等) Penguin Books

視聴覚閲覧ブース(12人収容)

閲覧室(84人収容)

図書館演習室(18人収容)

第1ビデオ室、会議室

洋書(経営～文学) 和書(体育～文学)

ロシア語図書 参考図書(洋書)

Everyman's Library 年鑑･年報･統計書(和書･洋書･旧刊)

OECD関連図書

中国語･韓国語図書

協定大学寄贈図書

個人文庫･名和文庫

新書･文庫(旧刊)

4F

5F

BF1

1F

2F

3F
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ⅢⅢⅢⅢ．．．．財務財務財務財務のののの概要概要概要概要    

平成２２年度決算は、資金収支計算書では、次年度への繰越支払資金は２３億９,８８

４万円となり、前年度の繰越支払資金より１億３，６７７万円減少しています。 

消費収支計算書では、帰属収入合計額から基本金組入額と消費支出合計額を差し引い

た単年度の消費収支差額は５億５，０００万円の支出超過(赤字)となり、累積では、翌

年度への繰越消費収入超過額は１８億５８１万円となりました。学費減免入学者の増加

に伴う収入の減少が要因しています。 

    

１．平成２２年度決算の状況 

（１）資金収支計算書 

「資金収支計算書」は、当該会計年度(４月１日～翌年３月３１日)の諸活動に

対応するすべての資金(現金の出入り)の動きを表したものです。 

資金収支の内容について、主な科目を説明します。 

 

①収入の部 

〔学生生徒等納付金収入〕４．１％減 

授業料、入学金、実習料、施設設

備資金等の収入です。授業料納付学

生数は１，３５５名、前年度比６５

名減、５，３７０万円の減少となり

ました。減少の主な理由は、学年進

行に伴う過年度入学者数の差異や

退学者による授業料納付学生数の

減少です。授業料納付学生数の内訳

は、下表の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

授業料納付学生数 ( )内数字は留学生内数

学　部

1年次 354 （ 37） 348 （ 32） 　6 （   5）

2年次 332 （ 30） 265 （ 22） 　67 （　 8）

3年次 262 （ 22） 320 （ 16） △　58 （   6)

4年次 317 （ 15） 386 （ 21） △　69 （△ 6)

5年次以上 32 （  3） 36 （  7） △ 　4 （△ 4)

計 1,297 （107） 1,355 （ 98） △　58 （   9）

大学院

1年 13 （ 10） 14 （  8） △ 　1 （   2）

2年以上 14 （  7） 13 （  8）    1 （△ 1)

長期履修 2 　― 3 　― △ 　1 　―

計 29 （ 17） 30 （ 16） △ 　1 （   1）

留学生別科 29 （ 29） 35 （ 35） △ 　6 （△ 6)

合　計 1,355 （153） 1,420 （149） △　65 （   4）

平成２２年度 平成２１年度 前年度比

平成２２年度 平成２１年度 前年度比

 （単位  千円）

収  入  の  部

学生生徒等納付金収入 1,266,157 1,319,863 △ 53,706

手数料収入 24,912 24,195 717

寄付金収入 13,813 16,350 △ 2,537

補助金収入 217,567 208,137 9,430

資産運用収入 101,687 122,976 △ 21,289

資産売却収入 421,800 0 421,800

事業収入 39,581 44,190 △ 4,609

雑収入 120,509 67,420 53,089

前受金収入 268,470 258,450 10,020

その他の収入 178,132 261,967 △ 83,835

資金収入調整勘定 △ 382,189 △ 370,397 △ 11,792

当年度収入の部小計 2,270,443 1,953,153 317,290

前年度繰越支払資金 2,535,618 2,550,420 △ 14,802

収入の部合計 4,806,061 4,503,573 302,488

支   出   の   部

人件費支出 1,159,582 1,129,223 30,359

教育研究経費支出 617,443 557,149 60,294

管理経費支出 167,490 213,562 △ 46,072

施設関係支出 0 17,670 △ 17,670

設備関係支出 20,554 29,901 △ 9,347

資産運用支出 426,213 0 426,213

その他の支出 49,639 52,931 △ 3,292

資金支出調整勘定 △ 33,708 △ 32,483 △ 1,225

当年度支出の部小計 2,407,215 1,967,955 439,260

次年度繰越支払資金 2,398,846 2,535,618 △ 136,772

支出の部合計 4,806,061 4,503,573 302,488

※上記の表の金額は千円未満を切り捨てている為、合計など金額が一致し

ない場合があります。

科　  　目 平成２２年度 平成２１年度 前年度比

資 金 収 支 計 算 書

平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日まで

科　   　目 平成２２年度 平成２１年度 前年度比
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〔手数料収入〕                         ３．０％増 

志願者数の増加(受験料納付者数 ５３７名／５０４名 前年度比３３名増)に

より、入学検定料収入は９０万円増、学生数の減少に伴う証明手数料等の収入が

１９万円減となりましたが、手数料収入全体では７１万円の増加となりました。 

〔寄付金収入〕                        １５．５％減 

一般寄付金としてボート部寄付金５８１万円、親和会からのスクールバス運行

費助成金６００万円、財団法人からの外国人留学生奨学金２００万円を受け入れ

ました。学生数の減少に伴う、親和会費の減少によりスクールバス運行助成金の

減額見直しがありました。 

〔補助金収入〕                         ４．５％増 

国庫補助金のうち、特別補助金が増加しました。主な増加内容は、「地域にお

ける産業界との連携等支援(企業人育成コース授業、インターンシップ)」及び「学

生の経済的負担軽減のための支援(修学困難者・沖縄、過疎地域出身者の授業料減

免)」経費です。 

国庫補助金の内訳は経常費補助金２億６８２万円(内、特別補助金８，４１６万

円)、文部科学省学生支援推進プログラム事業「就活サークルと学生・ＯＢメンタ

ー育成によるキャリア教育の充実」補助金４１９万円です。また、地方公共団体

補助金の内訳は岐阜県からの結核予防費補助金１３万円、進路選択学生等支援事

業補助金等５８６万円、大垣市からの中心市街地協働型まちづくり事業の助成金

５５万円です。 

〔資産運用収入〕                       １７．３％減 

定期預金と有価証券運用による受取利息収入９，３７５万円、施設設備利用料

収入７９２万円です。 

〔資産売却収入〕 

教職員宿舎敷地の売却額２,６００万円、有価証券２銘柄の満期償還等に伴う売

却額３億９,５８０万円です。 

〔事業収入〕                         １０．４％減 

大垣市等自治体からの委託事業１０件の受託事業収入２,９８４万円(前年度比

４４０万円減)、留学生宿舎費収入５５２万円、公開講座受講料収入４１２万円で

す。 

〔雑収入〕                          ７８．７％増 

私立大学退職金財団からの退職金交付額が主な収入です。平成２２年度退職者

は、教員６名(１名増)、事務職員３名(１名増)で、前年度比２名増の９名となり

ました。 

〔前受金収入〕                         ３．９％増 

平成２２年度末、入学手続者の納付金です。入学手続者は学部では前年度比４

名増(３６６名／３６２名)、大学院及び留学生別科を合わせた全体では３９５名

となりました。学部手続者の内、学費減免者の割合は６割を超えています。 
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〔その他の収入〕                       ３２．０％減 

退職給与引当特定資産２，０００万円の取崩し及び前年度退職者の退職資金交

付額及び前年度受託事業費の未収入金９,７５１万円が主な内容です。 

〔資金収入調整勘定〕 

当期に実際の資金の受入れが行われない未収入金や前年度末に入金した新入生

の入学手続時の納付金を「前期末前受金」として控除しています。 

未収入金の内容は、岐阜県補助金５８６万円、私立大学退職金財団からの退職

金交付額１億１，０３４万円、受託事業４件７１３万円、施設利用料等の３９万

円です。また、前期末前受金は２億５,８４５万円です。 

 

②支出の部 

〔人件費支出〕                         ２．７％増 

専任教職員等の給与及び退職者への退職金支出等です。退職者は、教員６名、

事務職員３名、役員１名の１０名となり、前年度比３,０３５万円増加しました。 

  なお、人件費支出には受託事業の業務請負額１,５３４万円を計上しています。 

〔教育研究経費支出〕                     １０．８％増 

学生への奨学事業(学費減免、私費留学生奨学金等)、語学留学助成事業、課外

活動助成事業(強化・準強化指定クラブ合宿費、遠征費)、陸上競技場修繕費、校

舎保険料などが主な支出で６億１，７４４万円となりました。 

〔管理経費支出〕                       ２１．６％減 

広告費、高校巡回等の学生募集経費が主な支出で１億６，７４９万円となりま

した。今年度は前年度実施した大型補修事業(１号館外壁塗装工事費)の支出がな

いため、減少しました。 

〔設備関係支出〕                       ３１．３％減 

教育研究用図書、教育用機器備品(ＰＣ５１台、サーバ機器)の更新、強化指定

クラブ使用備品(棒高跳用マット、指導用モーターボート、ピッチングマシーン、

バレー支柱等)の購入が主な支出で２,０５５万円となりました。 

〔資産運用支出〕 

満期償還等を迎えた有価証券２銘柄の買い替え額４億２１万円、教職員宿舎敷

地売却額２,６００万円を施設拡充引当特定資産として積立金へ繰入れました。 

〔その他の支出〕 

前年度支出のうち実際の資金の支払を当期に行った「前期末未払金支払支出」

等で４,９６３万円となりました。 

〔資金支出調整勘定〕 

当期に実際の資金の支払いが行われない未払い金を「期末未払金」として、３,

３７０万円控除しました。 
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（２）消費収支計算書 

「消費収支計算書」は資金

の移動を伴わないもの(現金
の出入りの他に消費してい

くもの)として、減価償却額

や退職給与引当金繰入額な

どを計上し、当該会計年度の

消費収入及び消費支出の均

衡状態を表したものです。 

学校法人は、安定的かつ永

続性保持のために収支均衡

を図る観点から企業会計と

は異なる処理をしています。

学校法人会計基準では消費

収支計算書において、基本金

組入額(資産)を消費収入か

ら控除した額を消費支出に

充て、収支バランスをみると

いう点が学校法人会計の特

徴です。 

消費収支計算書については、収支科目の多くが資金収支計算書の収支科目と共

通していますので、消費収支固有の内容について主なものを説明します。 

 

①収入の部 

消費収入の部では「学生生徒等納付金」から「雑収入」までを帰属収入といいま

す。帰属収入は学校法人の負債(返済義務のない収入)とならない収入のことです。

従って資金収支計算書の収入から資金の動きだけを示す「前受金収入」、「その他

の収入」、「資金収入調整勘定」等は除かれます。 

〔寄付金〕 

一般寄付金の他に団体、個人から寄贈された図書、３９３冊、１２３万円を現

物寄付金として計上しました。 

〔資産売却差額〕 

教職員宿舎敷地の売却により、取得価格２２６万円と売却価格２,６００万円の

差額２,３７４万円を計上しました。 

〔基本金組入額合計〕 

教育研究の維持・充実に必要な資産を継続的に保持するために、帰属収入から

組入れた金額です。今年度の施設・設備の組入額は２４６万円となりました。 

 

 （単位 千円）

消　費　収　入  の  部

学生生徒等納付金 1,266,157 1,319,863 △ 53,706

手数料 24,912 24,195 717

寄付金　　 15,051 19,495 △ 4,444

補助金 217,567 208,137 9,430

資産運用収入 101,687 122,976 △ 21,289

資産売却差額 23,742 0 23,742

事業収入 39,581 44,190 △ 4,609

雑収入 120,579 67,420 53,159

帰属収入合計 1,809,281 1,806,278 3,003

基本金組入額合計 △ 2,469 △ 1,003 △ 1,466

消費収入の部合計 1,806,811 1,805,275 1,536

消　費　支  出   の  部

人件費 1,141,442 1,109,290 32,152

教育研究経費 828,978 782,203 46,775

（内減価償却額） 211,324 225,392 △ 14,068

管理経費 202,888 238,797 △ 35,909

（内減価償却額） 35,083 25,554 9,529

資産処分差額 183,512 3,499 180,013

消費支出の部合計 2,356,821 2,133,791 223,030

当年度消費支出超過額 550,009 328,516 △ 221,493

前年度繰越消費収入超過額 2,355,820 2,684,336 △ 328,516

翌年度繰越消費収入超過額 1,805,810 2,355,820 △ 550,009

消 費 収 支 計 算 書

平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日まで

科　　　　目 平成２２年度 平成２１年度 前年度比

※上記の表の金額は千円未満を切り捨てている為、合計など金額が一致しない場

合があります。

科　　　　目 平成２２年度 平成２１年度 前年度比
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②支出の部 

消費支出の部では、施設の建設費や機器備品・図書等の資本的支出に充当する額

(基本金組入額)を控除し、計上します。従って資金収支計算書の支出科目からは「施

設関係支出」、「設備関係支出」、「その他の支出」等は除かれますが、消費支出

として「教育研究経費」及び「管理経費」には各々減価償却額を加算しています。

減価償却額は建物、機器備品などの固定資産の当期償却額を計上しています。 

〔資産処分差額〕 

有価証券の時価変動に伴う２銘柄の評価損額１億７,６８８万円、資産(図書、

教育研究用機器備品、車輌等)の除却処分差額６６３万円を計上しました。 

 

（３）貸借対照表 

「貸借対照表」は年度末３月３１日における資産、負債及び基本金等の状況を

表したものです。 

資産の部の合計は、１４５億１，８９１万円となり、前年度末に比べて５億１，

０９３万円減(３．４％減)、負債の部の合計は、１０億１，５７６万円となり、

前年度末に比べて３,６６０万円減(３．７％減)、基本金の部は、１１６億９，７

３３万円となり、前年度末に比べて２４６万円の増加となりました。この結果、

資産の総額から負債の総額を差し引いた「正味財産」は１３５億３１４万円とな

り、前年度比５億４，７５３万円(３．９％減)の減少となりました。 

 （単位 千円）

資 産 の 部

固定資産 11,996,008 12,395,909 △ 399,901

　有形固定資産 6,304,732 6,533,966 △ 229,234

　その他の固定資産 5,691,275 5,861,942 △ 170,667

流動資産 2,522,904 2,633,940 △ 111,036

資 産 の 部 合 計 14,518,912 15,029,849 △ 510,937

負 債 の 部

固定負債 653,078 671,219 △ 18,140

流動負債 362,685 307,942 54,743

負 債 の 部 合 計 1,015,764 979,161 36,602

基 本 金 の 部

第１号基本金 11,495,337 11,492,867 2,469

第２号基本金 0 0 0

第４号基本金 202,000 202,000 0

基 本 金 の 部 合 計 11,697,337 11,694,867 2,469

消 費 収 支 差 額 の 部 

翌年度繰越消費収入超過額 1,805,810 2,355,820 △ 550,009

消費収支差額の部合計 1,805,810 2,355,820 △ 550,009

14,518,912 15,029,849 △ 510,937

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

貸  借　対　照  表

平成２３年３月３１日

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

負債の部、基本金の部及び

消費収支差額の部合計

※上記の表の金額は千円未満を切り捨てている為、合計など金額が一致しない場合があ

ります。
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２．目的分類別決算資料 

本学の目的別事業活動には、教育、研究、学生支援、管理運営（人件費含む）、施

設設備、広報があり、資金収支決算における人件費支出、教育研究経費支出、管理

経費支出、施設関係支出及び設備関係支出を目的別に分類した決算は下記の通りと

なります。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
上記、目的別における執行内容及び比率は以下の通りです。 

 
①教育事業 

 学部・大学院・留学生別科に係る授業運営・実施、入学試験の実施を中心とした事業で

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

目的明細 執行額(円) 比率

学部(運営・実施) 23,716,633 35.2%

情報教育(運営・実施) 14,368,340 21.3%

大学院(運営・実施) 213,616 0.3%

留学生別科(運営・実施) 25,862 0.1%

教育用図書整備 17,501,666 26.0%

正課活動補助 4,721,540 7.0%

公開講座(社会人) 748,389 1.1%

入学式・卒業式 1,034,854 1.5%

自己点検・評価 543,613 0.8%

入試実施等 4,478,102 6.7%

計 67,352,615 100.0%

目的名 執行額(円) 比率

教育 67,352,615 3.4%

研究 50,373,147 2.6%

学生支援 400,969,079 20.4%

管理運営 22,064,631 1.1%

人件費 1,188,526,070 60.5%

施設設備 141,874,680 7.2%

広報 93,910,866 4.8%

総計 1,965,071,088 100.0%

管理運営

1.1%

教育

3.4%

施設設備

7.2%

広報

4.8%

研究

2.6%

人件費

60.5%

学生支援

20.4%

入学式・

卒業式 1.5%

自己点検・

評価 0.8%

教育用図書

整備 25.3%

大学院 0.3%

情報教育

20.8%

学部 36.9%

入試実施等

6.6%

正課活動

補助 6.8%

公開講座1.1%
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②研究事業 

 学内研究諸制度、外部からの受託・共同研究や出前講座等の地域連携事業です。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
③学生支援事業 

奨学金制度、学費減免制度、ユニークプラン等の助成制度、課外活動団体への活動支援、

資格講座、就職指導を中心とした事業です。 
なお、教育事務運営費は各事務局における教育事務に関する経費（教育用資料、会費、

委託料、賃借料等）です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④人件費・管理運営事業 

教職員（非常勤含む）・嘱託職員・アルバイト人件費、派遣社員等人件費、管理・法人事

務経費を中心とした事業です。 
 
 
 
 
 
 

※受託事業に係る人件費は研究事業に包含した 

 

目的明細 執行額(円) 比率

個人研究費 17,456,574 34.6%

共同研究費 6,282,011 12.5%

受託研究費 21,445,865 42.6%

研究発表誌刊行 2,844,662 5.6%

研究支援その他 860,366 1.7%

シンポジウム・講演会 646,626 1.3%

出前講座等 837,043 1.7%

計 50,373,147 100.0%

目的明細 執行額(円) 比率

奨学金制度 42,082,500 10.5%

助成金 5,581,539 1.4%

学費減免制度 208,236,500 51.9%

強化・準強化指定クラブ活動支援 64,889,552 16.2%

課外活動団体支援 4,164,679 1.1%

学生健康管理 7,005,708 1.7%

国際交流 2,521,456 0.6%

資格 8,858,840 2.2%

就職指導 9,070,994 2.3%

留学生宿舎 15,554,466 3.9%

教育事務運営費 17,252,845 4.3%

スクールバス 15,750,000 3.9%

計 400,969,079 100.0%

目的明細 執行額(円) 比率

人件費 1,000,114,601 82.6%

派遣社員等人件費 44,277,219 3.7%

退職金 144,134,250 11.9%

福利厚生 3,230,632 0.3%

管理事務運営費 15,838,570 1.3%

法人事務運営費 2,995,429 0.2%

計 1,210,590,701 100.0%

人件費 82.6%

福利厚生0.3%

管理事務

運営費 1.3%

法人事務

運営費 0.2%

退職金 11.9%

派遣社員等

人件費 3.7%

学費減免制度

51.9%

強化・準強化

指定クラブ活

動支援 16.2%

助成金 1.4%

学生健康管理

1.7%

課外活動団体

支援 1.1%

国際交流0.6%

スクールバス

3.9%

奨学金制度

10.5%

教育事務

運営費 4.4%留学生宿舎

3.9%

資格 2.2%

就職指導1.2%

個人研究費

34.6%

受託研究費

42.6%

シンポジウム・

講演会 1.3%

研究支援

その他 1.7% 出前講座等

1.7%

研究発表誌刊

行 5.6%

共同研究費

12.5%
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⑤施設設備事業 

 学内施設設備充実・整備、修繕費、保守管理を中心とした事業です。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
⑥広報事業 

 学生募集に係る高校巡回、進学懇談会、大学広報誌（大学案内含む）の発行、広告費に

係る事業です。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

目的明細 執行額(円) 比率

施設設備整備 2,845,870 2.0%

維持管理修繕(恒常) 18,621,868 13.1%

設備保守管理 30,664,505 21.6%

光熱費・税金・借地料 56,412,726 39.8%

清掃費 16,324,511 11.5%

安全対策 17,005,200 12.0%

計 141,874,680 100.0%

目的明細 執行額(円) 比率

高校巡回 12,437,926 13.2%

ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ 1,774,746 1.9%

進学懇談会 567,622 0.6%

大学広報 11,494,618 12.2%

進学相談会・大学展 9,484,075 10.1%

広告 47,100,244 50.2%

事務経費 11,051,635 11.8%

計 93,910,866 100.0%

設備保守管理

21.6%

維持管理

修繕 13.1%

施設設備

整備 2.0%
安全対策

12.0%

清掃費 11.5%

光熱費・税金・

借地料 39.8%

進学相談会・

大学展 10.1%

広告 50.2%

ｵｰﾌﾟﾝ

ｷｬﾝﾊﾟｽ 1.9%

進学懇談会

0.6%

大学広報

12.2%

高校巡回

13.2%
事務経費

11.8%
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３．経年比較 

財務比率(５ヵ年)

135.7

123.5

102.0

118.2

120.5

76.4

57.3
58.3

73.1

70.0

62.6

55.2

54.0
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63.1

38.5

35.0

36.8

43.3

45.8
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16.9
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0.9

10.5

7.1

1.1 0.8
0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

(％)

消費収支比率

学生生徒等納付金比率

人件費比率

教育研究経費比率

補助金比率

寄付金比率

  （本学） （全国平均）

◆ 消費収支比率

 　120.5　　  111.1

■ 学生生徒等納付金比率

 　 70.0　　　 73.9

▲ 人件費比率

 　 63.1　　　 58.4

× 教育研究経費比率

 　 45.8　　 　33.0

● 補助金比率

 　 12.0　　   15.7

＊ 寄付金比率

 　  0.8　　  　2.4

※全国平均は日本私立学校振

興・共済事業団「今日の私学財

政　平成22年度版」より抜粋

 
 
 

正味財産推移表（５ヵ年）
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在籍者一覧表（５ヵ年）

738

581

444

400
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916
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1,200

1,400
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※毎年5月1日の学校基本調査による在籍者数

 

 

 

入学試験結果一覧表（５ヵ年）
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※大学院、留学生別科を含む
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ⅣⅣⅣⅣ．．．．そのそのそのその他他他他    

入学生出身地別一覧表

1

12

179

30

48

15

31

0.3%

3.8%

56.7%

9.5%

15.2%

4.7%

9.8%
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北海道 関東甲信越 東海 北陸 近畿 中国・四国・九州 沖縄

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

入学者数

％

富山県 12

石川県　6

福井県 12

※転編入・大学院・留学生別

科を除く316名の内訳

滋賀県　27

京都府 　5

大阪府 　6

兵庫県 　5

奈良県　 1

和歌山県 4

岐阜県 110

(全体の34.8％)

愛知県　38

三重県　16

静岡県　15

 

 

就職率の推移（過去3ヵ年）

年　度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

卒 業 者 数 207 355 322

就職希望者数 174 300 268

就職決定者数 168 285 249

就 職 率 96.6% 95.0% 92.9%

全 国 平 均 95.7% 91.8% 91.1%

※全国平均は毎年度4月の調査数値

 

 

 

 

 

 

 

 

業種別比率

医療・福祉

9.1%

製造業

21.8%

ｻｰﾋﾞｽ業

16.6%

公務員・教員

12.6%

卸売業

10.5%

小売業

10.5%

運輸業

6.1%

金融業

4.8%

外食・ﾎﾃﾙ

5.6%

情報ｻｰﾋﾞｽ業

2.6%

地域別比率

その他

2.0%
関東以北

9.2%

京都以西

12.9%

北陸・上信越

9.7%

岐阜県

28.9%

愛知県

19.7%

三重県

6.0%

滋賀県

8.4%

静岡県

3.2%


